
（１）　技術支援の強化

　　①　技術相談の充実

　　　　▼　効果的・機動的な相談対応、フォローアップの実施 専従者の設置等による効果的・機動的な対応とフォローアップの実施。

　　　　▼　遠隔地における対応の強化 遠隔地での巡回相談の実施等により、相談機会を拡大。

▼ 自主性を発揮した取組の強化（攻めの ズ把握） 積極的な現場訪問等の実施による ズ把握

中　　期　　目　　標 中　期　計　画　検　討　の　方　向

　　　　▼　自主性を発揮した取組の強化（攻めのニーズ把握） 積極的な現場訪問等の実施によるニーズ把握

　　②　迅速な課題解決支援

　　　　ⅰ　開放機器

　　　　　　▼　試験研究機器の充実、機器利用支援の強化 ニーズを考慮した機器の計画的整備とＰＲ強化による利用促進、外部人材も活用し効果的な機器操作補助の実施

　　　　　　▼　利用者の利便性の向上 支払方法の弾力化（後払い等）の検討、事務処理の合理化（権限委譲によるスピードアップ等）

　　　　ⅱ　依頼試験

　　　　　　▼　新たなニーズへの迅速な対応 新たなニーズに対し迅速に対応　　＊注）　現行は条例の規定外の試験は、条例改正の手続きを経た上でないと実施不可

　　　　　　▼　利用者の利便性の向上 支払方法の弾力化（後払い等）の検討、事務処理の合理化（権限委譲によるスピードアップ等）

　　　　ⅲ　受託研究

　　　　　　▼　ニーズに即応し、柔軟に対応 迅速な意思決定・着手と会計年度・予算編成時期にとらわれない柔軟な対応、緊急ニーズに対応した手続きの弾力化

　　　　ⅳ　情報発信

　　　　　　▼　課題の迅速な解決に結びつく情報発信 技術支援の成果事例集の発刊、成果発表会・セミナーの開催等を通じ分かり易く情報発信

　　③　技術者養成の効果的実施

　　　　▼　効果的な企業技術者の受入 受入体制の充実 （ 研修環境の整備、緊急ニーズ等に応じたスポット研修や年度区分にとらわれない受入等弾力的な対応）

　　　　▼　職員派遣による企業内研修の実施 企業ニーズに応じ、職員を派遣して行う所外研修を実施

　　④　企業間連携への積極的な技術協力④ 積

　　　　▼　企業間連携による研究開発への積極的な技術協力 技術的知見等を活かし、中小企業間連携や異業種交流等の取組を積極的に支援（技術協力、事業の共催等）

　　⑤　支援業務の評価とその適切な反映

　　　　▼　定期的に、支援業務のニーズ適合性、効率性等を評価し、 企業アンケート等の定期実施により、支援業務のニーズへの適合性等を評価し、その結果を経営資源（ひと・もの・かね）

その結果を業務見直し等に適切に反映 の配分等へ適切に反映



（２）　研究開発の充実

　　①　重点的な研究開発と機動的な対応

　　　　▼　中小企業のニーズ等を踏まえた重点的な研究開発の実施 【目的・使命】　　競争力のある製品・技術の実用化研究を主として実施し、中小企業のオンリーワン製品・技術の創出を支援

【テーマ選定】 今後成長を促進させるべき分野を見極めつつ 中小企業ニーズ等を踏まえ 研究開発テーマを適切に選定

中　　期　　目　　標 中　期　計　画　検　討　の　方　向

【テ マ選定】　 今後成長を促進させるべき分野を見極めつつ、中小企業ニ ズ等を踏まえ、研究開発テ マを適切に選定

　　　　　　　　　　中小企業が近い将来必要とする先導的な研究開発テーマにも積極的に取組

【研究の推進】  市場を睨み、「出口戦略」を明確にして研究開発を実施

　　　　▼　情勢の変化への的確かつ機動的な対応 小回りのきく独法の特性を活かし、中小企業のニーズ等の情勢変化に柔軟かつ機動的に対応

中 小 企 業 が 指 向 す る ニ ー ズ
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【分野】

民間研究所・企業 製品化研究

　　②　外部資金の積極的な活用

競争的資金等 外部研究資金を活用 た研究開発 推進 提案 募型 究 各種助成制度 る助成 積極的な獲得 努め 外部資金を た 究開発を推進
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※１……中小企業が将来、必要とする技術

民間研究所・企業

基礎研究

実用化研究

先導的研究（※１）

製品化研究

大学・国立研究所

産業技術センター

　　　　▼　競争的資金等の外部研究資金を活用した研究開発の推進 国の提案公募型研究や各種助成制度による助成の積極的な獲得に努め、外部資金を活用した研究開発を推進

　　③　研究開発の成果の適切な活用

　　　　▼　研究成果の積極的な情報発信 学会発表・論文投稿の促進、研究発表会・展示会・ホームページ等を通じた情報発信、関係団体への積極的なＰＲ

　　　　▼　研究成果の普及、技術移転による実用化の促進 技術講習会・実地指導等を通じて積極的に県内企業に技術移転、コーディネーターを活用した利用促進

　　　　▼　適切な知的財産管理 特許申請から取得、普及、侵害への対応までを網羅した知財戦略を樹立し、それに沿った適切な管理を推進

　　④　研究開発業務の評価とその適切な反映

　　　　▼　定期的に、研究開発業務の合目的性、効率性、成果等 外部有識者を交え、事前・中間・事後の各段階において、研究開発の社会性・市場性・経済性等を評価し、その結果

を評価し、その結果を業務見直し等に適切に反映 を経営資源（ひと・もの・かね）の配分等へ適切に反映



（３）　産学公連携による企業支援

　　　①　新規事業展開等の支援

▼　プロジェクトマネジメント体制を構築し、県内企業の技術基盤を強化 　　ニーズ、シーズの発掘から事業化に至る一貫したプロジェクトマネジメント体制を構築し、県内企業の高度技術産業

への参入を促進 新たな産業クラスタ の形成を支援

中　　期　　目　　標 中　期　計　画　検　討　の　方　向

　への参入を促進、新たな産業クラスターの形成を支援

▼　新事業の立ち上げ・新製品開発の場の提供と支援の充実 　　新事業創造支援センターでのきめ細かな支援、ニーズに応じた弾力的な対応

　　　②　産学公関係機関との連携の強化

▼　コーディネート機能発揮による産学公連携の促進 　　リソース（ひと、シーズ）・コーディネート機能を活かし、産学公連携の研究開発を積極的に主導

▼　県内の他公設試、県外公設試との適切な連携の促進 　　農商工連携によるボーダレスなニーズへの適切な対応、県域を越えた共同研究・分担研究の推進

▼　行政・関係機関と一体となった施策推進 　　行政施策に積極的に協力するとともに、関係機関とも一体となって産業振興策を着実に推進

Ⅲ　業務運営の改善及び効率化に関する事項

　　①　運営体制の改善

　　　　▼　理事長を中心とした、簡素で機動的な組織の構築 理事長のトップマネジメントの下、自主的な経営判断に基づく自律的運営

迅速な意思決定とそれに基づく機動的な対応が可能となる業務運営効率の高い組織の構築

　　　　▼　戦略的な経営資源の配分 刻々と変化するニーズに的確に対応した柔軟な組織再編、戦略的な経営資源（人材、予算）の配分

　　　　▼　適正で透明性の高い業務運営の確保 企業からの技術相談、依頼試験等の内容の秘密保持、電子媒体等を通じた情報漏洩防止の徹底

法人の事業内容、組織運営状況を積極的に公開するとともに、情報開示請求等に適切に対応

法令遵守、職員倫理の確保に資する仕組み（公益通報窓口、倫理規程等）の整備と継続的な職員教育の実施

中　　期　　目　　標 中　期　計　画　検　討　の　方　向

　　②　人材育成・人事管理

　　　　▼　研修を通じた戦略的な人材育成 内部研修、外部機関を活用した研修を体系的・計画的に実施し、技術の進歩やニーズの多様化等に対応できる人材を

戦略的に育成。（必要に応じ、大学・研究機関・企業への研修派遣も実施。）

　　　　▼　職員の意欲・能力の伸長を図る評価制度の構築と運用 客観的な基準に基づく業務評価制度を構築し、その結果を具体的な処遇や人員配置へ適切に反映

　　③　事務等の効率化・合理化

　　　　▼　企業ニーズに柔軟に対応した事務改善の実施 企業ニーズに応じた事務処理の改善（手続きの簡素化、権限委譲等を通じた事務処理のスピードアップなど）

　　　　▼　効率的・合理的な事務処理の確立 経費節減の観点からの契約方法の改善（長期継続契約の適用拡大等）



Ⅳ　財務内容の改善に関する事項

　　①　外部資金、その他の自己収入の確保

　　　　▼　外部資金の積極的な確保 提案公募型研究への積極的な応募、産学公共同研究の積極的な受託による外部資金の確保

　　　　▼　自己収入の適切な確保 適切な受益者負担を維持しつつ、中小企業支援（機器開放・依頼試験・受託研究等）を実施するとともに、知的財産権の使用

中　　期　　目　　標 中　期　計　画　検　討　の　方　向

許諾を進めることで、自己収入を適切に確保

　　②　財政運営の効率化

　　　　▼　恒常的な業務の改善・効率化による運営経費の抑制 サービス向上に留意しつつ、業務の改善・効率化を図り、固定経費を節減する等運営経費を抑制

Ⅴ　その他業務運営に関する重要事項

中　　期　　目　　標 中　期　計　画　検　討　の　方　向

　　①　施設設備の適切な管理

　　　　▼　施設設備の適切かつ有効な活用 良質なサービス提供の基盤となる施設設備の適切な管理

利用施設（多目的ホール、研修室）の開放を推進し、「技術交流拠点」としての機能を強化

　　　　▼　計画的な設備・機器の整備 高度化、多様化するニーズに対応できる設備・機器の計画的な導入・更新

　　②　安全管理の徹底

　　　　▼　安全かつ快適な労働環境の確保と事故防止 労働安全関係法令に基づく安全管理体制の確保、安全教育の実施による事故の未然防止の推進

　　③　環境負荷の軽減

　　　　▼　環境保全、循環型社会形成に向けた積極的な取組 省エネルギー、コピー用紙の節減、廃棄物の削減、リサイクルの実施、グリーン購入等の取組と環境教育の実施


